
　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

事業の成果がＡ又はＢの数／全事業数

2

目標

80

実績 98 98 85 - -
成
果
指
標

1

施策ごとの事業実績がＡ又はＢの
割合 ％

目標 80 80 80 80

実績

本部員会議及び懇話会の回数

2

目標

2 2

実績 2 3 2 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

推進組織の会議回数
回

目標 2 4 2

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.45

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.50 0.65 0.45 0.45

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.50 0.65 0.45 0.45 0.45

一般財源 4,660 7,945 4,300 4,349 4,349

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 4,660 7,945 4,300 4,349 4,349

659

人 件 費 Ｂ 4,100 5,395 3,690 3,690 3,690

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 560 2,550 610 659

成　　果 人口減少に歯止めをかけるとともに、人口減少に備える社会をつくる。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 戦略の施策に基づく各事業を対象に

（何又は誰を）

手　　段 大津市まち・ひと・しごと創生本部員会議や大津市まち・ひと・しごと創生懇話会において毎年度の事業の進捗
状況を確認し、次年度以降に生かしていくことで、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

令和２年度は、第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進とともに、第１期計画の進捗状況の確認のため、庁内の本部
員会議、大津市まち・ひと・しごと創生懇話会で協議を行った。

運 営 方 法

目　　的 人口減少克服と地方創生に向けた取組に焦点をあてた「大津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の事業を着実
に推進するため（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 まち・ひと・しごと創生関連事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

大津市まち・ひと・しご
と創生総合戦略視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 99

まち・ひと・しごと創生
法方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 02661 まち・ひと・しごと創生関連事業費 記 入 者 鹿島　良平

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 3

部　局　名 政策調整部 所 属 名 企画調整課 所 属 長 木元　宏樹



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +70.49 -37.60

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 47 81 50

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 2,330 2,648 2,150

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 -13.26

指標２

目　標
達成率

指標１ 122.50 122.50 106.25

指標２ -

方 向 性
第１期の総合戦略の検証を踏まえ、新たに策定した大津市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略に沿って計画的に事
業を推進していく。

部 局 長
コメント

人口減少社会を迎えるなか、総合戦略に掲げる各種の事業を着実に進めるとともに、積極的に国の交付金の活用も図り
ながら、まちづくりの充実に努めていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 人口減少社会を迎えるなか、総合戦略を推進することは、効率的な行政運営に貢献するも
のである。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 人口減少社会が到来するなか、総合戦略を定め、全庁的かつ計画的に事業を推進し、国の
交付金を活用することは効率的である。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 施策ごとの事業実績の成果が、成果目標を上回っており、有効である。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 総合戦略を推進するため、本部員会議や懇話会といった推進組織を設置し、総合的に進捗
状況を確認することは妥当である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

国は人口減少社会の到来に対し、人口ビジョンと総合戦略を策定したが、今般その内容を見直す形で、次期総合
戦略を策定した。地方も国の趣旨を踏まえて個別の総合戦略を見直し、新たな総合戦略を策定している。

これまでの見直し
や改善等の経過

総合戦略の着実な推進のために、大津市まち・ひと・しごと創生本部と大津市まち・ひと・しごと創生懇話会で
、毎年、施策の進捗状況の確認を実施している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 ■ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

データ分析（直営、委託）を実施したテーマの数

2

目標

10

実績 0 12 9 - -
成
果
指
標

1

データ分析の実施数
件

目標 0 10 10 10

実績

全庁の分析担当職員を対象とした研修会（オンライン研修を含む）の開催回数

2

目標

3 3

実績 0 1 3 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

研修会の開催回数
回

目標 0 1 2

0.20 0.20

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

1.81

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.00 2.10 1.09 1.81

臨　時 0.00 0.00 0.20

職　員　数　(人) 0.00 2.10 1.29 2.01 2.01

一般財源 0 23,086 10,387 17,662 17,662

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 0 23,086 10,387 17,662 17,662

2,206

人 件 費 Ｂ 0 17,430 9,552 15,456 15,456

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 0 5,656 835 2,206

成　　果 適切かつ効率的な行政運営を目指すもの。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 本市が保有するデータや、政府統計データ、ビッグデータ等を、

（何又は誰を）

手　　段 分析し、その結果を根拠とした実効性のある政策立案を推進することで、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

本市が保有するデータや、政府統計データ、ビッグデータなどを分析し、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）を推進するこ
とで、適切かつ効率的な行政運営を目指すもの。全庁的なＥＢＰＭ推進のため、部局横断的に分析や研修を行うとともに、
本市との協定に基づいて、滋賀大学データサイエンス学部とも連携し、事業を進める。

運 営 方 法 滋賀大学との連携

目　　的 限られた予算、資源のもとで政策効果を最大限発揮させるために、

（何のために）

一般会計 評価対象事業 データ活用推進事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

大津市デジタルイノベー
ション戦略視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 99

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 03840 データ活用推進事業 記 入 者 土井　淳嗣

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 11

部　局　名 政策調整部 所 属 名 イノベーション戦略室 所 属 長 中川　隆志



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - ±0.00 -40.00

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 1,923 1,154

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 0 23,086 3,462

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 -25.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 0.00 120.00 90.00

指標２ -

方 向 性
全庁所属の分析を担当する職員などを対象とした研修を実施するとともに、データの活用や分析に関して、庁内連携を
深めることにより、イノベーション戦略室で実施してきた分析の取組を全庁的に広げていく。

部 局 長
コメント

人口減少、少子高齢社会の到来に向けて、効果的で効率的な行政運営が求められており、客観的なデータや分析結果に
基づき政策決定を行うＥＢＰＭの重要性が増していることから、今後もこの推進に向けた人材育成や庁内連携を進めて
いく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 証拠に基づく政策立案を実践し、効率的な行政運営に資するものであり、本施策に貢献し
ている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 高度な技術を要する分析については民間委託し、それ以外は直営で実施する等、効率的な
進め方を実施している。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、分析の要請が減少したことから
、目標達成とはならなかったが、直営分析においてテレワーク推進や、期日前投票所の密
回避の分析等を実施し、有効な成果を得た。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 人口減少、少子高齢化社会に向けて、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）の実施による効
率的な行政運営の重要性が高まっており、市において取り組むべき事業である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

人口減少、少子高齢化社会に向けて厳しい財政的制約の中で適正な政策運営が必要であることから、証拠に基づ
く政策立案（ＥＢＰＭ）を行い、効率的な行政運営を進める重要性が高まっている。

これまでの見直し
や改善等の経過

令和２年度より情報システム課の課内室となり、より密な連携を可能とし、引き続き、他部署、大学及び民間事
業との連携を深め、より高度な分析に取り組んできた。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

計画通りに実施できた事業の比率

2

目標

100

実績 0 100 100 - -
成
果
指
標

1

デジタルイノベーション関連事業
の達成率 ％

目標 0 100 100 100

実績

デジタルイノベーション戦略本部会議において進捗管理する事業数

2

目標

22 22

実績 0 28 42 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

デジタルイノベーション関連事業
数 事業数

目標 0 20 22

0.40 0.40

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

2.77

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.00 1.90 2.24 2.77

臨　時 0.00 0.00 0.30

職　員　数　(人) 0.00 1.90 2.54 3.17 3.17

一般財源 0 44,431 36,393 45,157 47,343

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 0 44,431 36,393 45,157 47,343

23,401

人 件 費 Ｂ 0 15,770 19,289 23,942 23,942

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 0 28,661 17,104 21,215

成　　果 行政サービスの効率化や市民の利便性の向上を図るもの。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 市民の暮らしや行政事務に対して、

（何又は誰を）

手　　段 ＩＣＴ等の先進技術を導入することで、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

社会・経済情勢の大きな変化や、スマートフォンをはじめとするデジタルデバイスの普及によって、市民ニーズが多様化す
る状況下において、ＡＩ（人工知能）をはじめとしたＩＣＴ（情報通信技術）を活用することで、市民の利便性の向上や、
行政事務の効率化を図るもの。

運 営 方 法

目　　的 社会・経済情勢が大きく変化し、行政に対する市民ニーズが多様化、複雑化する状況下において、市民の利便性
向上や、行政事務の効率化を推進するために、（何のために）

一般会計 評価対象事業 情報政策推進事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

大津市デジタルイノベー
ション戦略視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 99

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 03863 情報政策推進事業 記 入 者 土井　淳嗣

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 12

部　局　名 政策調整部 所 属 名 イノベーション戦略室 所 属 長 中川　隆志



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - ±0.00 -18.09

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 444 363

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 0 1,586 866

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 0.00 100.00 100.00

指標２ -

方 向 性
実施中の事業について、見直しや更なる推進を図るとともに、デジタルイノベーション戦略に基づき、年度毎に、ＩＣ
Ｔを活用した新たな取組や災害や感染症等の緊急対応を見据えた調査等を実施することで、更なる市民生活の利便性向
上と行政事務の効率化を図る。また、それを実行できるスキルを持った人材育成を進めていく。

部 局 長
コメント

現在の社会情勢においては、ＩＣＴ等の先進技術の活用は必要不可欠であることから、引き続き、先進技術の導入を積
極的に推進するとともに効果検証を実施していく。あわせて、日々のＩＣＴ技術の進展に沿った新たな技術の調査研究
も進めていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している ＩＣＴ等の先進技術を活用し、市民の利便性の向上や行政事務の効率化を図ることで、本
施策に貢献している。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 戦略に基づく事業を、デジタルイノベーション戦略本部により、一元的に進捗管理するこ
とにより、効率的かつ効果的に事業を実施している。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 当初予定していた事業については計画通り実施しており、合わせて、新型コロナウイルス
対策を目的としたＷｅｂ会議システムやＡＩ検温器などについて、補正予算措置等により
迅速な対応を行った。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 人口減少、少子高齢化社会を向かえ、財政的、人的制約の高まる中で、市民サービスの向
上、行政事務の効率化を実現するためには、ＩＣＴ等の先進技術の活用が必須であり、市
として取り組むべき事業である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

国においては、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０（ソサエティ５．０）の実現に向けた「未来投資戦略２０１８」（平成３
０年閣議決定）等の方針が出され、自治体は国の政策・計画に対し、迅速に対応することが求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

令和２年度においては、デジタルイノベーション戦略本部会議を実施し、各事業の進捗確認や適正な実施を推進
するとともに、新型コロナウイルス対策を目的とした全庁的なＩＣＴの導入を積極的に実施した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 ■ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

福利厚生サービス等を利用した件数

2

目標

12,000

実績 19,740 25,234 11,556 - -

職員互助会への年間負担金額

成
果
指
標

1

互助会助成利用件数
件

目標 16,900 16,000 17,000 12,000

実績 6,974 6,736 6,802 - -

互助会全体事業費に占める市負担金の割合

2

負担金額
千円

目標 7,000 7,000 7,000 7,000 7,600

11 11

実績 11.7 11 11.1 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

負担金割合
％

目標 12 11 11

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.40

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.40 0.40 0.40 0.40

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

一般財源 10,254 10,056 10,082 10,280 10,880

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 10,254 10,056 10,082 10,280 10,880

7,600

人 件 費 Ｂ 3,280 3,320 3,280 3,280 3,280

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 6,974 6,736 6,802 7,000

成　　果 職員の福利厚生を図り、職務に対する活力を創造する。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 大津市職員互助会に対して

（何又は誰を）

手　　段 事業実施経費の一部を負担し

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

大津市職員互助会に対して、事業実施経費の負担を行い、職員及び職員家族の相互共済と福祉の増進に努める。

運 営 方 法 負担金

目　　的 職員及び職員家族の相互共済の福祉の増進を図るため

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 職員互助会負担金
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

行政経費の適正化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 02

地方公務員法・大津市職
員互助会設置条例方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01242 職員互助会負担事業 記 入 者 藤原　友佳子

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 24

部　局　名 総務部 所 属 名 人事課 所 属 長 白子　広治



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -23.28 +118.92

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 876 914 908

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +27.83 -54.20

指標２

目　標
達成率

指標１ 116.80 157.71 67.97

指標２ -

方 向 性
新型コロナウィルスの感染状況を考慮しつつ、職員の心身のリフレッシュを促進するため、互助会制度の利便性の向上
を図るとともに、市民への理解を得られる事業として適正な運営に努める。

部 局 長
コメント

公費負担については、職員の福利厚生事業の必要性を考慮しつつ、市民の理解が得られるよう引き続き事業の精査に努
めること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 福利厚生事業の実施により、職員の心身のリフレッシュに努めている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 事業の一部を外部委託することで、経費の削減及び事務の効率化を図るとともに、より一
層の事業の充実を目指し定期的に委託業者の見直しを行なっている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 公費負担事業の精査や外部委託による事業の見直しを行なうとともに、新型コロナウィル
スの影響に伴い変化する職員ニーズに柔軟に対応できるよう努めている。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 地方公務員法に基づき、職員の福利厚生事業を事業主として行なう必要がある。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

互助会事業を取り巻く厳しい社会情勢の中、地方公務員法第４２条に定められている職員の福利厚生事業の実施
のため、市民への理解と説明責任が果たせる事業を推進していく。

これまでの見直し
や改善等の経過

事業区分を市負担事業と会費単独事業に区分けするとともに、給付事業見直し、さらには事業のアウトソーシン
グ化（外部委託）やカフェテリアプランを導入するなど事業の充実と合わせ事務の効率化を図っている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 ■ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

研修受講後のアンケート結果（知識・考え方・技能の習得度）

実績 84.7 85.5 82 - -

研修受講後のアンケート結果（満足・ほぼ満足）

2

知識・技能の習得
％

目標 100 100 100 0 0

0

実績 85.1 84.9 79.7 - -

派遣職員数

成
果
指
標

1

研修受講満足度
％

目標 100 100 100 0

実績 141 151 50 - -

実施回数

2

派遣研修派遣職員数
人

目標 200 200 200 0 0

0 0

実績 24 23 13 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

内部職員研修実施回数
回

目標 22 22 22

0.25 0.25

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

1.80

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.80 1.90 1.70 1.80

臨　時 0.25 0.10 0.10

職　員　数　(人) 2.05 2.00 1.80 2.05 2.05

一般財源 23,614 22,422 17,505 25,946 25,946

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 23,614 22,422 17,505 25,946 25,946

10,419

人 件 費 Ｂ 15,242 15,960 14,247 15,527 15,527

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 8,372 6,462 3,258 10,419

成　　果 職員の資質の向上や能力開発をすることで、職場組織の活性化や効率的な行政運営、市民サービスの向上を図る

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 職員

（何又は誰を）

手　　段 職場外研修（階層別研修・特別研修・派遣研修）及び職場内研修

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

人口減少社会を向かえ、持続可能な組織づくりを行うためには、主体的な自治体経営が求められるとともに、多様な市民ニ
ーズに応える必要があり、特に政策形成能力やコミュニケーション能力等を備えた職員の育成が求められている。このため
、階層別研修や派遣研修等を充実させ、併せて職場研修による人材育成により、市民満足度の充実を図る。

運 営 方 法 負担金支出先等へ派遣

目　　的 市職員としての責務を自覚するとともに、人材育成と能力の向上を図る。また、急速に変化する社会環境に即応
し、市民ニーズに的確に応えることができる職員の育成を図ることを目的とする。（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 職員研修費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

効率的な執行体制の構築

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

大津市人材育成基本方針

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 07

地方公務員法・大津市職
員研修規程方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01243 職員研修事業 記 入 者 高橋　宏司

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 25

部　局　名 総務部 所 属 名 人事課 所 属 長 野村　邦彦



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

213

コスト増減率 - -5.37 -17.71

148 350

成果単位
コ ス ト

指標１ 277 264 219

指標２ 278 262

- +0.94 -4.09

活動単位
コ ス ト

指標１ 983 974 1,346

指標２ 167

85.50 82.00

成　果
増減率

指標１ - -0.23 -6.12

指標２

目　標
達成率

指標１ 85.10 84.90 79.70

指標２ 84.70

方 向 性
効率的な行政運営に向けて、職員研修には必要な知識やスキル等の定着とともに、職員のモチベーションの向上が求め
られている。ｅラーニングのなど新型コロナウイルス感染症に対応する形で、生産性向上につながる研修を強化・拡充
していくとともに、職員のモチベーションの向上を図っていく。

部 局 長
コメント

職員のモチベーションを向上させるためには、生産性の向上とともに、職員一人ひとりが主体的に考え、施策立案し実
行していくプロセスが重要であり、研修についてもその視点を取り入れた構成にすること。また、大津市人材育成基本
方針を改訂し、これに沿って研修を行うこと。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 効率的な行政運営のためには、働き方改革に向けた職員の意識の向上のほか、職員のモチ
ベーションの向上も必要であり、研修事業の施策への貢献度は高いといえる。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 前年度比で事業費が削減している中、一定の成果をあげている。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 成果指標は研修時のアンケートをもとに算出しているが、知識・技能の習得及び研修満足
度とも微減した。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 職員研修は人材育成計画に基づき実施しているもので、本市が抱える課題に適切に対応す
る意味でも、本市が主体で行うことには妥当性がある。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

人口減少社会の中で、持続可能な組織づくりのため、職員にはこれまでの政策形成能力やコミュニケーション能
力に加え、働き方改革に向けた視点や、新しいテクノロジーへの対応など新たな能力や知識が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

Ｒ２年度は新型コロナにより中止した研修もあったが、基本的な研修体系を維持しながら、本市の課題や研修ア
ンケートにより研修内容の見直しを図り、職員のモチベーション向上に繋がる研修についても導入している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

長期（３０日以上）休職対象者

実績 94 104 113 - -

精検受診者数／精検受診対象者数

2

病気休職者数
人

目標 80 80 80 80 80

100

実績 68.6 65.5 71.6 - -

各種相談件数

成
果
指
標

1

精検受診率
％

目標 100 100 100 100

実績 2,542 2,788 4,536 - -

健康診断受診者数

2

相談件数
件

目標 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

4,200 4,200

実績 4,126 4,061 4,196 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

健康診断受診者数
人

目標 4,126 4,126 4,042

3.90 0.90

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

3.50

嘱　託 3.10 3.10 0.00 0.00 3.00 平成３０年度より嘱託職員雇用
職員数
の内訳

正　規 3.50 3.50 3.50 3.50

臨　時 1.00 1.00 3.90

職　員　数　(人) 7.60 7.60 7.40 7.40 7.40

一般財源 76,253 75,949 86,472 88,349 79,754

その他 3,079 2,275 2,285 2,098 2,098

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 79,332 78,224 88,757 90,447 81,852

50,389

人 件 費 Ｂ 40,085 40,467 40,673 40,673 31,463

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 39,247 37,757 48,084 49,774

成　　果 心身の不調による休職者の減少及び快適な職場環境を形成する。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 全職員及び全職場に対し

（何又は誰を）

手　　段 各種健康診断やカウンセリング及びストレスチェックの実施、安全衛生委員会の開催、相談窓口の周知によって

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

労働安全衛生法及び大津市職員の健康管理及び安全衛生に関する規則並びに長時間勤務による健康障害防止対策プログラム
等に基づき、職員の安全と健康の確保及び快適な職場環境の形成を図るとともに、職員から寄せられる悩み事、困り事など
の各種相談に応じている。

運 営 方 法

目　　的 職員の心身における健康の保持増進を図るため

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 職員健康管理対策事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

効率的な執行体制の構築

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 07

労働安全衛生法他

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01241 職員健康管理対策事業 記 入 者 藤原　友佳子

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 26

部　局　名 総務部 所 属 名 人事課 所 属 長 白子　広治



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

785

コスト増減率 - +7.07 -0.31

28 19

成果単位
コ ス ト

指標１ 1,156 1,194 1,239

指標２ 843 752

- -10.63 -8.65

活動単位
コ ス ト

指標１ 19 19 21

指標２ 31

76.92 70.79

成　果
増減率

指標１ - -4.51 +9.31

指標２

目　標
達成率

指標１ 68.60 65.50 71.60

指標２ 85.10

方 向 性
職員の健康管理に関する各種事業や対応について継続実施しながら、新型コロナウイルス感染拡大防止対策に取り組む
とともに、ストレスチェックの集団分析結果を受け、そのフォロー体制を整えていく。また、ハラスメントの防止につ
いて、関係機関と十分に連携を図りながら相談しやすい体制づくりと早期対応に努める。

部 局 長
コメント

職員の健康観察や職場の衛生管理をはじめとする新型コロナウイルス感染症感染対策を徹底するとともに、各種健康診
断やカウンセリング並びにストレスチェック等の実施結果を踏まえたフォローに努めること。また、時流に応じた研修
や的確な初期対応により、ハラスメトのない「働きやすい職場環境の形成」に努めていくこと。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 職務において職員の能力が発揮できるとともに、心身が健全な状態を維持できるよう健康
管理に努めている。また、ハラスメント対策についても、関係機関と連携を図りながら、
相談体制の充実と職場環境の改善に努めている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 健康管理医及び保健師等による面談や安全衛生委員会をはじめとする健康管理に係る各種
事業並びにカウンセリングの実施やストレスチェックの集団分析結果を活用した所属等へ
の対応など効率性に努めている。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 労働安全衛生法や長時間勤務対策及び復職支援プログラム等に基づき、健康管理医や所属
関係者、職員支援室スタッフが連携し職員の健康管理に努めているものの、近年、長期休
職者の増加が見られることから、さらなる連携強化のもと職員の支援に努める。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 職員の心身の健康保持増進は事業主の責務である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

生活環境の変化や長時間労働、職場における人間関係によるストレスなど、様々な要因から職員の疾病やメンタ
ル不全に対する予防や対策が必要となっている。

これまでの見直し
や改善等の経過

健康管理医や保健師等の配置及び対応によって相談体制等の充実を図るとともに、カウンセリングの実施及びス
トレスチェックの集団分析結果を活用した研修等を行うなど、職員の心身のフォロー体制を整えている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

Ｒ２まで改革実行プランの取組総数４５のうち評価がＢ以上の数。Ｒ３以降は次期行革プランの同数

2

目標

30

実績 36 38 39 - -
成
果
指
標

1

行政改革プラン取組項目　評価Ｂ
以上の取組数 個

目標 45 45 45 30

実績

Ｒ２までは「行革プラン２０１７」改革実行プランの取組項目実施数。Ｒ３以降は次期行革プランの同数

2

目標

30 30

実績 45 45 44 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

行政改革プラン取組実施数
項目

目標 45 45 45

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

2.60

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 4.00 4.27 3.21 2.60

臨　時 0.80 0.00 0.00

職　員　数　(人) 4.80 4.27 3.21 2.60 2.60

一般財源 37,590 38,516 26,868 25,988 23,622

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 37,590 38,516 26,868 25,988 23,622

2,302 ※平成３０年度は民間活用検討

人 件 費 Ｂ 34,344 35,441 26,322 21,320 21,320 事業分を含む。

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 3,246 3,075 546 4,668

成　　果 「社会の課題を素早く見極め、社会の変化に対応できる市役所」を目指す。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 本市が行う事務事業及び職員等を対象に

（何又は誰を）

手　　段 大津市行政改革プランに掲げた取組を推進することで

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

過去６回の行革の取組みに続き、平成２９年度から行政改革プラン２０１７（Ｈ２９～Ｒ２）改革実行プランに掲げる４５
項目の短期的な課題に取り組むことにより、経費を削減し更なる行政改革を進めてきた。令和３年度からの次期行革プラン
の策定は１年延伸し、現策定中である。次期プランでは、新型コロナウイルス感染症の状況を見据えながら、時代の変化や
多様化する行政需要に適切に対応し、行政サービスの更なる適正化に努めていけるよう、内容を精査していく必要がある。

運 営 方 法

目　　的 限られた行財政資源を効果的に活用して、重要な課題に的確に対応することで、成果を生み出し続ける市政を実
現するために（何のために）

一般会計 評価対象事業 民間活用検討事業費

一般会計 政策 評価対象事業 行政改革推進事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

事業の見直し・廃止

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

行政改革プラン２０１７
、総合計画第１期実行計
画、中期財政フレーム他

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 06

経済財政運営と改革の基
本方針、経済・財政再生
計画　他

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01225 行政改革推進事業 記 入 者 中嶋　寛文

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 27

部　局　名 総務部 所 属 名 行政改革推進課 所 属 長 永山　薫



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -2.92 -32.03

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 1,044 1,013 688

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 835 855 610

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +5.55 +2.63

指標２

目　標
達成率

指標１ 80.00 84.44 86.66

指標２ -

方 向 性
行政改革プランに掲げた取組を推進することが、健全財政の堅持や社会状況の変化に即した行政サービスの提供に繋が
るものであるが、特に社会情勢の変化が著しい場合には、真に必要なサービスが何かを見極め、原則に捉われない柔軟
な取組を推進していく。

部 局 長
コメント

行政改革プランに掲げる取組を着実に推進すること。ただし、社会情勢の変化や新型コロナウイルス感染症の状況を注
視し、所管部局と連携し柔軟な対応に努めること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 施策目標と極めて関連が強く、行政改革プランを推進していくことが、結果として施策目
標の達成と直結している。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 行政改革プランに掲げる取組を推進することで、全市的な行政改革を効率的に実施できて
いる。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 行政改革プランに掲げた取組を推進することにより、社会の変化に対応できる市役所の実
現につながる。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 持続可能な行政サービスの提供のために、職員が主体となり必要に応じて取組み内容を見
直しつつ、行政改革プランに掲げた取組が推進できている。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

人口減少や少子高齢化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響による税収の減少、扶助費や公共施設の長寿命
化、感染症対策経費の増大など、厳しい財政状況の中、多様化する行政需要に適切に対応していく必要がある。

これまでの見直し
や改善等の経過

過去６回に及ぶ行政改革の取組みに続き、令和２年度までを計画期間として行革プラン２０１７による取組みを
推進してきた。なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度からの次期プランは策定中である。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

（１－公用車交通事故（加害）発生件数（３０）÷公用車保有台数（５６５））×１００

2

目標

100

実績 94 94 95 - -

研修会の参加者（累積）

成
果
指
標

1

公用車交通事故（加害事故）無事
故率 ％

目標 100 100 100 100

実績 1,678 2,624 954 - -

月１回の点検を１２カ月実施

2

安全運転研修参加人数
人

目標 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

12 12

実績 12 12 12 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

公用車定期点検回数
回

目標 12 12 12

1.00 1.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.35

嘱　託 1.00 1.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.35 0.35 0.35 0.35

臨　時 0.00 0.00 1.00

職　員　数　(人) 1.35 1.35 1.35 1.35 1.35

一般財源 6,544 6,566 6,498 6,507 6,755

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 6,544 6,566 6,498 6,507 6,755

1,275

人 件 費 Ｂ 5,920 5,975 5,940 5,480 5,480

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 624 591 558 1,027

成　　果 公用車における交通事故の減少

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 公用車を使用する職員を

（何又は誰を）

手　　段 ①各部局の安全運転整備管理者による安全運転指導及び車両点検　②車両総括管理者による交通安全職員研修
③交通安全の知識や技能を体験できる安全運転実技研修の実施等　④車両総括管理者によ運転適性検査の実施

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

交通事故防止のための研修等を実施し，職員の資質向上と交通安全に対する意識の向上を図り、公用車の交通事故を減少さ
せる。

運 営 方 法

目　　的 公用車における交通事故減少のために

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 交通安全対策推進費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

財政の健全化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 01

大津市有車両管理規則、
道路交通法方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01244 交通安全対策推進事業 記 入 者 田中　克典

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 29

部　局　名 総務部 所 属 名 管財課 所 属 長 菊池　眞宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +0.33 -2.07

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 69 69 68

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 545 547 541

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 +1.06

指標２

目　標
達成率

指標１ 94.00 94.00 95.00

指標２ -

方 向 性
今後は、これまでの取り組みを継続しながら、より交通安全の意識向上に繋がる事故防止に向けた取り組みを進めて
いく必要がある。具体的には、①衝突回避・誤発進抑制機能付公用車の導入②安全確認に重点をおいた管財課、自動車
運転教習所での実技研修③呼称運転の徹底を実施して、公用車交通事故（加害事故）の無事故率の向上に努めていく。

部 局 長
コメント

衝突回避機能や誤発進抑制機能付公用車の導入を進め、運転実技研修の実施による運転技術の向上、同乗者による誘導
や安全確認の更なる徹底など、事故防止に向けた取り組みを積極的に行うこと。また、交通安全に対する更なる意識の
向上に繋がる啓発を行い、公用車交通事故（加害事故）の無事故率の向上に努めること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 公用車事故の削減に向け、職員の資質向上と交通安全に対する意識向上を図るとともに、
事故報告書の見直し、公用車への事故防止機器の導入など、種々防止策を講じながら継続
的かつ効果的な行財政運営に努めている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 事業費については、嘱託職員（車両総括管理者）の人件費が９割強を占めるとともに、事
故を起こした職員ごとに事故再発防止のきめ細やかな指導を行っていることから効率性が
「やや高い」とした。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 活動と成果の関連が見えにくい事業であるが、令和２年度の無事故率は対前年度比で僅か
であるが改善されていることから、「やや上がっている」とした。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 市（事業所）が取り組むべきものであるので「妥当である」とした。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

職員の交通事故に対しては市民からの厳しい目が向けられており、事故は本人だけではなく市役所全体の信用失
墜につながるものである。交通事故の防止のため継続的かつ効果的な取組みが求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

公用車事故について、同様の事故防止を目的に、衝突回避・誤発進抑制機能付公用車をはじめとする事故防止機
器の導入を進めるとともに、新規採用職員を対象とした自動車教習所における実技研修を行った。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

普通財産新規貸付収入額

実績 76 12 11 - -

普通財産売払収入額

2

普通財産の新規貸付額
千円

目標 100 100 100 100 100

70,000

実績 129,472 231,230 109,112 - -

普通財産新規貸付件数

成
果
指
標

1

普通財産の譲渡額
千円

目標 60,000 70,000 70,000 70,000

実績 2 2 2 - -

普通財産譲渡件数

2

普通財産の新規貸付件数
件

目標 3 3 3 3 3

5 5

実績 8 6 7 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

普通財産の譲渡件数
件

目標 5 5 5

0.70 0.70

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

1.50

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.17 1.25 1.30 1.50

臨　時 0.70 0.70 0.70

職　員　数　(人) 1.87 1.95 2.00 2.20 2.20

一般財源 16,732 18,938 17,020 28,044 29,439

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 16,732 18,938 17,020 28,044 29,439

14,990

人 件 費 Ｂ 10,945 11,705 12,809 14,449 14,449

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 5,787 7,233 4,211 13,595

成　　果 売却処分等、市有財産の有効活用が図られている。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 所管する市有財産（遊休地、未利用地）を

（何又は誰を）

手　　段 大津市公有財産管理規則及び大津市行政改革プランに基づき、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

遊休地、未利用地の積極的な売却等を行い、市有財産の有効活用を図る。

運 営 方 法

目　　的 市有財産（遊休地、未利用地）の有効活用を図るため

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 市有財産有効活用推進事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

自主財源の確保

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

大津市行政改革プラン

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 04

大津市公有財産等管理規
則方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01213 市有財産有効活用推進事業 記 入 者 川端　雅彦

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 30

部　局　名 総務部 所 属 名 管財課 所 属 長 菊池　眞宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

1,547

コスト増減率 - -35.96 +90.35

9,469 8,510

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ 220 1,578

- -84.21 -8.33

活動単位
コ ス ト

指標１ 2,091 3,156 2,431

指標２ 8,366

12.00 11.00

成　果
増減率

指標１ - +78.59 -52.81

指標２

目　標
達成率

指標１ 215.78 330.32 155.87

指標２ 76.00

方 向 性
大津市公有財産有効活用基本方針に基づき、引き続き、未利用財産について積極的な売却を進めていくともに、売却処
分が困難な財産については民間等に貸付けて収益を確保していく。また、さらに効率的、安定的に売却を推進するため
、民間のノウハウの活用も視野に入れた未利用財産の有効活用の方策について検討する。

部 局 長
コメント

大津市公有財産有効活用基本方針に基づき、引き続き未利用財産の売却を進めていくこと。また、未利用財産の市場性
調査を早期に進め、売却可能な未利用財産を選定し、積極的かつ効率的な売却を進めること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 未利用財産の積極的な売却や活用を推進することにより、自主財源の確保による財政の安
定化に寄与した取組みである。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 未利用財産を計画的に売却ができ、次年度以降に計画的に売却できるよう用地処理を進め
られたことから、効率性は「高い」と評価した。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 譲渡額において、対前年で落ち込みがあるものの、今年度も目標を上回る額の成果が達成
できたことから、有効性は「上がっている」と評価した。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 市有財産を対象とするものであり、市が直接行う必要があることから、「妥当である」と
評価した。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

厳しい財政状況の中、財源確保につながる市有財産の有効活用が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

「大津市公有財産有効活用基本方針」に従い、市有財産等で活用が見込めない土地等について、用地処理を行い
、積極的に売却処分を行った。また、優先順位の整理に係る未利用財産の評価の考え方を基本方針に示した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

用途不明財産の所管課判明筆数

2

目標

30

実績 25 227 476 - -
成
果
指
標

1

用途判明筆数
筆

目標 30 30 30 30

実績

所管不明財産筆数（未調査分）

2

目標

1,086 1,056

実績 1,167 940 464 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

管財課取扱い財産の筆数
筆

目標 1,176 1,146 1,116

0.20 0.20

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.40

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.36 0.40 0.40 0.40

臨　時 0.20 0.20 0.20

職　員　数　(人) 0.56 0.60 0.60 0.60 0.60

一般財源 12,954 10,933 8,064 9,555 12,155

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 12,954 10,933 8,064 9,555 12,155

8,261

人 件 費 Ｂ 3,338 3,700 3,894 3,894 3,894

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 9,616 7,233 4,170 5,661

成　　果 用地不明財産の所管が判明し、市有財産の適正な管理が図られている。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 所管する土地及び建物を

（何又は誰を）

手　　段 大津市公有財産等管理規則に基づく、用地調査を行い、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

市有財産の適正な管理のために、用途不明財産の調査を行い、所管換を進めていく。

運 営 方 法

目　　的 普通財産の適正管理を行うために

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 普通財産管理費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

自主財源の確保

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

大津市行政改革プラン

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 04

大津市公有財産等管理規
則方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01212 普通財産管理事業 記 入 者 川端　雅彦

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 31

部　局　名 総務部 所 属 名 管財課 所 属 長 菊池　眞宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 ■ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -90.70 -64.82

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 518 48 16

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 11 11 17

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +808.00 +109.69

指標２

目　標
達成率

指標１ 83.33 756.66 1,586.66

指標２ -

方 向 性
大津市公有財産等管理規則に基づき、引き続き普通財産の適正な管理に努める必要がある。しかし、不明財産について
は過去の資料を遡って調査し、その結果を踏まえて処理する必要がある等、物理的・時間的に困難な面もあるため、専
門家に依頼することにより一定の成果が出せたことから、有効性のある手法を取り入れて事務推進に努めていく。

部 局 長
コメント

用途不明の財産の整理は、市有地の適正管理に向けた基礎的な事務であり、ＧＩＳの活用や外部委託によって一定の成
果があったように、新たな手法を積極的に取り入れながら、有効性のある事業推進に努めること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 限られた市有財産を有効活用するため、用途不明財産について調査を実施し、適正かつ効
率的な市有財産の管理に努めている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い ＧＩＳの活用による調査を行うことによって、これまで以上に多くの筆数の用途の判明に
つながり、速やかに所管換を行うことができたことから、効率性は「やや高い」と評価し
た。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 用途判明筆数が目標を大きく上回るとともに、所管不明財産の所管換により適正な管理が
図られたことから、有効性は「上がっている」と評価した。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 市有財産を対象とするものであり、市が直接行う必要があることから、「妥当である」と
評価した。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

市有財産を管理する立場から、普通財産の適切な管理が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

毎年度、用途不明財産ついては用地調査を実施し、所管すべき部局と協議を進めた。また、令和元年度からＧＩ
Ｓを活用した調査を、令和２年度は土地家屋調査士協会に調査を依頼し、用途不明財産の特定を行ってきた。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

目標値は２０１７改革実行プラン。実績値は当初賦課後の調査課税実績額。

実績 77,213 153,748 50,140 - -

目標値は当初予算調定額。実績値は最終調定額。

2

償却資産調査課税額
千円

目標 55,000 60,000 65,000 35,000 30,000

22,798,906

実績 22,809,818 23,318,649 23,734,319 - -

当初調定後の調査課税のための実地調査件数。

成
果
指
標

1

固定資産税・都市計画税調定額
千円

目標 22,545,866 22,998,701 23,603,964 22,798,906

実績 2,781 3,542 2,440 - -

固定資産税・都市計画税の納税通知書と課税明細書の発送数。

2

償却資産調査課税調査件数
件

目標 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

136,000 137,000

実績 132,622 133,671 134,572 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

納税通知書等発送数
通

目標 133,000 134,000 135,000

9.68 7.33

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

27.88

嘱　託 6.00 4.40 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 28.19 25.36 26.81 25.21

臨　時 1.25 5.12 7.04

職　員　数　(人) 35.44 34.88 33.85 34.89 35.21

一般財源 266,272 247,414 255,472 253,570 268,771

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 266,272 247,414 255,472 253,570 268,771

17,652

人 件 費 Ｂ 249,570 231,424 239,177 236,439 251,119

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 16,702 15,990 16,295 17,131

成　　果 公平公正な賦課を実現する。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 固定資産税・都市計画税の課税客体及び納税義務者について、

（何又は誰を）

手　　段 職員が調査を行い、評価及び賦課を決定し、納税通知を行うことで、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

固定資産税・都市計画税の評価・賦課に必要な事務を行う。

運 営 方 法

目　　的 固定資産税・都市計画税の賦課事務を正確、迅速に行い、税収の確保に努めるために、

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 市税賦課事務経費

01301 固定資産評価調査事業 1216 資産税課

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01300 資産税オンライン賦課運用事業 1216 資産税課

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

２０１７改革実行プラン

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 99

地方税法　等

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01299 市税賦課事業 記 入 者 岩田　朋裕

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 33

部　局　名 総務部 所 属 名 資産税課 所 属 長 服部　賢一



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

5

コスト増減率 - -31.21 +109.03

69 104

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ 3 1

- +99.12 -67.38

活動単位
コ ス ト

指標１ 2 1 1

指標２ 95

256.24 77.13

成　果
増減率

指標１ - +2.23 +1.78

指標２

目　標
達成率

指標１ 101.17 101.39 100.55

指標２ 140.38

方 向 性
積極的な調査の継続による適正な課税の推進と調定額の増加、ＩＣＴ技術等を活用した業務内容の一層の省力化、合理
化を図っていく。

部 局 長
コメント

土地・家屋における課税客体の的確な調査により、固定資産全般の適正課税の徹底に努めるとともに、新型コロナウイ
ルス感染症感染対策に係る軽減措置などにも適正に対応すること。また、引き続き償却資産の調査課税強化を着実に実
行すること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 積極的な調査と正確、迅速な作業により、公平・公正な課税に貢献している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 納税通知発送事務の一括委託等による事務効率化の推進や、各種研修への積極的な参加に
よる知識の蓄積等で、最少の人員により最大の効果を図っている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 固定資産税の自然増が期待できない中で、土地地目判読調査、家屋特定調査、償却資産未
申告調査等を積極的に行うことにより、適正な課税の推進と調定額の増加を実現している
。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 地方税法に基づき、職員が質問検査権のある徴税吏員として固定資産税の賦課を行うため
、地方自治体以外では行えない。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

新型コロナウィルス感染症の影響で景気の回復は遅れており、土地価格の駅周辺等一部を除く下落傾向、新築家
屋数の減少、償却資産の設備投資の減少等から、固定資産税全般について増収は期待できない。

これまでの見直し
や改善等の経過

土地地目判読調査、家屋特定調査、償却資産未申告調査等を計画的に進め、適正課税の推進に努めている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

「適正な評価」を反映した評価棟数

実績 138,231 138,790 139,371 - -

「適正な評価」を反映した評価筆数

2

家屋評価棟数
棟

目標 136,000 136,000 136,000 136,000 136,000

349,000

実績 345,480 346,730 347,690 - -

家屋図の外形図を入力した棟数

成
果
指
標

1

土地評価筆数
筆

目標 341,000 346,000 346,000 348,000

実績 3,482 4,328 4,603 - -

地籍図に分筆・合筆・修正等を入力

2

家屋外形図入力数
棟

目標 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

12,000 12,000

実績 11,836 9,505 10,368 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

地籍図修正筆数
筆

目標 12,000 12,000 12,000

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

2.10

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 2.50 2.75 2.83 2.10

臨　時 0.25 0.00 0.00

職　員　数　(人) 2.75 2.75 2.83 2.10 2.10

一般財源 55,828 123,309 76,689 48,112 140,836

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 55,828 123,309 76,689 48,112 140,836

123,616

人 件 費 Ｂ 20,982 22,825 23,206 17,220 17,220

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 34,846 100,484 53,483 30,892

成　　果 賦課期日（１月１日）における固定資産の適正な価格を決定する。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 大津市内に存在する土地及び家屋に対し、

（何又は誰を）

手　　段 不動産鑑定士やシステム業者等民間業者の知識・手法を活用しながら新しい評価基準の内容を調査分析し、実地
調査を行うことで、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

３年ごとに実施する固定資産の評価替えに的確に対応するため、３年間を１サイクルとして計画的に作業を行う。令和２年
度は「令和３年度評価替え」に向けた作業計画に基づき、土地については不動産鑑定価格をもとに路線価、標準宅地等の補
正作業を行い、家屋については現行評価基準からの変更点を調査分析し評価システムに反映させることで、新しい評価基準
に基づき評価を行った。

運 営 方 法

目　　的 固定資産の適正な評価のために、

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 固定資産評価調査事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01299 市税賦課事業 1216 資産税課

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 99

地方税法　等

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01301 固定資産評価調査事業 記 入 者 岩田　朋裕

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 34

部　局　名 総務部 所 属 名 資産税課 所 属 長 服部　賢一



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

0

コスト増減率 - +120.02 -38.01

28 16

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ 0 0

- +0.40 +0.41

活動単位
コ ス ト

指標１ 4 12 7

指標２ 16

102.05 102.47

成　果
増減率

指標１ - +0.36 +0.27

指標２

目　標
達成率

指標１ 101.31 100.21 100.48

指標２ 101.64

方 向 性
専門知識の蓄積による更なる評価精度の向上と、ＩＣＴ技術等を活用した業務内容の一層の省力化、合理化を図ってい
く。

部 局 長
コメント

令和６年度評価替えに向け、第１年度の作業を適正かつ効率的に推進していくこと。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 固定資産の適正な評価により、公平・公正な課税に貢献している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 作業の前倒しでの実施、評価システムを構築する民間業者の積極的な活用、タブレット端
末等を利用した事務効率化の推進等で、最少の人員により最大の効果を図っている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 不動産鑑定士やシステム業者等民間業者の知識・手法を活用しながら常に新しい情報を取
り入れ、高度な専門知識の蓄積をもとに正確な評価を行っている。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 職員が固定資産評価補助員として、３年に一度の評価替のための諸要因の分析とバランス
の取れた価格均衡のもと評価を行うため、地方自治体以外では行えない。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

個人、法人問わず納税者の固定資産評価に対する関心が高まり、評価内容に対する問合せが年々増えており、内
容も専門的で詳細なものが多くなっている。そのため、より高度な専門知識と正確な評価が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

３年間の業務サイクルの中での作業の前倒しでの実施、評価システムを構築する民間業者の積極的な活用、タブ
レット端末等を利用した事務効率化の推進等により、積極的に事務内容を改善している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

現年課税分における市税収入済額÷市税調定額

実績 99 98.9 98.1 - -

市税収入済額÷市税調定額

2

徴収率（現年課税分）
％

目標 99 99 99 99 99

96

実績 95.6 95.8 95 - -

公売通知発送に伴う収納額、差押債権取立額及び公売による収納額

成
果
指
標

1

徴収率（全体）
％

目標 95.3 95.3 96 96

実績 288,153 251,326 188,788 - -

差押件数

2

換価に伴う収納額
千円

目標 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

1,400 1,400

実績 1,790 1,073 600 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

滞納処分（差押）件数
件

目標 1,400 1,400 1,400

3.40 3.40

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

17.90

嘱　託 1.00 2.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 17.50 17.10 17.70 17.90

臨　時 4.20 3.00 3.60

職　員　数　(人) 22.70 22.10 21.30 21.30 21.30

一般財源 34,012 46,461 54,418 80,876 80,876

その他 7,333 7,593 6,827 8,407 8,407 督促手数料、滞納処分費

起　債 0 0 0 0 0

128,532 114,885 114,926 91,578 91,578 徴収委託金の事業費按分事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 169,877 168,939 176,171 180,861 180,861

23,643

人 件 費 Ｂ 152,356 151,470 156,192 157,218 157,218

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 17,521 17,469 19,979 23,643

成　　果 滞納市税の徴収、税収の早期確保

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 市税を滞納している者

（何又は誰を）

手　　段 文書等による納税の督促や催告、差押、捜索、公売換価等の滞納処分の実施

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

納期内に市税を納付しない者に対して、文書催告等により督税を行う。
　なお、これらの行為によっても納付に至らない者に対しては、預金・生命保険・給与・年金・不動産等の差押による滞納
処分を行い、市税の確保を図る。

運 営 方 法

目　　的 歳入の根幹をなす市税収入の確保及び納税意識の向上と納税秩序の維持を図る

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 市税徴収事務経費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

受益と負担の適正化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 03

地方税法、大津市市税条
例等方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01295 市税徴収事務事業 記 入 者 久田　幸弘

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 35

部　局　名 総務部 所 属 名 収納課 所 属 長 山川　和久



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

1,795

コスト増減率 - -0.60 +5.14

0 0

成果単位
コ ス ト

指標１ 1,776 1,763 1,854

指標２ 1,715 1,708

- -0.10 -0.80

活動単位
コ ス ト

指標１ 94 157 293

指標２ 0

99.89 99.09

成　果
増減率

指標１ - +0.20 -0.83

指標２

目　標
達成率

指標１ 100.31 100.52 98.95

指標２ 100.00

方 向 性
市政運営の財源確保及び税負担の公平性確保のため、引き続き期限内納付の啓発を行うとともに、現年分の未納者には
、滞納整理の早期着手とともに徴収猶予制度の活用を図る。また、過年度滞納者には、滞納処分の強化するとともに、
県税事務所との情報交換等連携を強化し、収納率の向上及び滞納繰越額の縮減を図る。

部 局 長
コメント

歳入の根幹である市税の適正な徴収事務は、自治体としての基礎的な業務であり、関係法令に基づき、税の公平・公正
で効率的な徴収に努め、引き続き収納率の向上に努めること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 市税負担の公平性を図れ、市財源を確保できた。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 職員数は変わらないが、差押１件あたりの収納額が向上している。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 新型コロナウィルス感染症拡大防止のための措置に起因し、令和２年度に創設された徴収
猶予の特例制度の適用により現年度の徴収率が減少した。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 滞納処分は地方税法、国税徴収法の規定に基づき、実施している。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

市税は重要な市政運営の財源であるとともにその負担は公平性が求められており、督促、催告、滞納処分等によ
り徴収しなければならない。しかし、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、社会経済情勢が不透明である。

これまでの見直し
や改善等の経過

口座振替推進や広報等により期限内納付の啓発を実施するとともに、納付相談、現年度分の滞納整理の早期着手
、過年度分の滞納処分の強化に加え、県との情報交換や共同徴収の実施により、市税の確保に努めている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

～

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

懲戒処分者の人数

2

目標

0

実績 1 7 2 - -

要望等記録兼報告書を記載した件数

成
果
指
標

1

懲戒処分者数
人数

目標 0 0 0 0

実績 2,225 1,694 2,024 - -

コンプライアンス推進室及び公正職務審査委員会に対してなされた公益目的通報の件数

2

要望等記録兼報告書記載件数
記載件数

目標 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

4 4

実績 3 7 2 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

公益目的通報通報数
通報件数

目標 4 4 4

2.00 2.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

2.80

嘱　託 2.00 2.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 2.85 2.85 2.79 2.80

臨　時 0.00 0.00 2.00

職　員　数　(人) 4.85 4.85 4.79 4.80 4.80

一般財源 34,694 34,057 31,844 37,723 37,837

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 34,694 34,057 31,844 37,723 37,837

8,737

人 件 費 Ｂ 29,470 29,795 29,018 29,100 29,100

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 5,224 4,262 2,826 8,623

成　　果 市政の透明化と法治行政の確立を推進し、職員等の公正な職務の執行の確保を図る。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 執行機関等、職員等、管理監督者、行政組織及び市民を対象に

（何又は誰を）

手　　段 「大津市職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例」の規定に基づき、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

大津市職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例に基づき、公正な職務の執行を確保するための啓発、研修、相談対応
、公益目的通報への対処その他の施策の推進を図るとともに、行政運営上の事務改善の取組などを推進している。

運 営 方 法

目　　的 市民全体の公益を保護し、市民の市政に対する信頼を確保するために、

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 コンプライアンス推進事業費 平成24年度
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

行政運営の効率化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 05

大津市職員等の公正な職
務の執行の確保に関する
条例

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 02211 コンプライアンス推進事業 記 入 者 別所　淳人

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 36

部　局　名 総務部 所 属 名 行政管理室 所 属 長 白須　誠義



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 ■ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +85.97 -227.25

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 34,694 4,865 15,922

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 11,564 4,865 15,922

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - -600.00 +71.42

指標２

目　標
達成率

指標１ 0.00 0.00 0.00

指標２ -

方 向 性
新型コロナウイルス感染症への対応など、各部局における業務量が増大している状況を踏まえ、既存の取組の見直しを
含め、効率的かつ効果的に各種取組を実施する必要がある。

部 局 長
コメント

令和２年度は職員の不祥事が減少したものの、事務処理ミスの発生が続いている。また、同様のミスが複数発生してい
ることから、事案の傾向を分析し、その結果や再発防止対策などを研修等により周知を図り、再発防止に取り組むこと
。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 職員の公正な職務の執行の確保に資する取組を継続して実施することにより、より適正な
行政運営を行うことが可能な組織体制を構築することができ、ひいては効率的な行政運営
にも資するものと考える。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 職員の公正な職務の執行の確保に資する取組を継続して実施しているが、その取組に必要
な労力に対して、必ずしも期待した効果が得られていない状況である。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 各所属からの法令相談等については弁護士等が対応することで適切な事務処理に寄与して
いる。一方で、職員の不祥事や事務処理ミスの発生が続いている状況である。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 大津市のコンプライアンスを推進する事業であるため、大津市が主体的に直接取り組むこ
とが必要である。大津市以外に実施できる機関はない。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

職員の法令遵守及び公正な職務の執行に関し、以前にも増して市民から厳しい目が向けられている。

これまでの見直し
や改善等の経過

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症対策として、コンプライアンス研修をオンラインで実施した
。また、事務処理ミスの発生が続いている状況を踏まえ、報告の迅速化や事例の共有に取り組むなどしている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

住居表示実施区域人口÷市域人口

実績 92.6 92.6 92.6 - -

人口集中地区の内、未実施区域÷全区域

2

住居表示実施率（対全市域）人口
％

目標 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9

100

実績 98 98 98 - -

出来高

成
果
指
標

1

住居表示実施率（対全市域）面積
％

目標 100 100 100 100

実績 1,394 1,378 1,381 - -

出来高　（目標数は、月４件の変更があると仮定した数）

2

建物等新築届付定件数
件

目標 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

55 48

実績 52 33 10 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

新設及び変更街区数
街区

目標 48 55 55

1.04 1.04

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

2.20

嘱　託 0.80 0.93 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.60 0.95 2.42 2.20

臨　時 1.00 1.00 1.04

職　員　数　(人) 3.40 2.88 3.46 3.24 3.24

一般財源 17,842 13,238 20,659 19,609 39,738

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 17,842 13,238 20,659 19,609 39,738

20,806

人 件 費 Ｂ 16,110 12,640 20,161 18,932 18,932

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 1,732 598 498 677

成　　果 街区表示や住居番号の適切な配置により、容易に場所の特定が出来るだけでなく、郵便等の集配、消防業務や救
急業務の安全性、利便性を向上させることにより、より良い生活環境の整備に貢献している。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 大津市域を対象として

（何又は誰を）

手　　段 道路、河川、水路、鉄道または軌道の線路、その他恒久的な施設等から町及び街区を区画する街区方式を採用し
、街区符号と街区内にある建物等の住居番号を付定している。

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

昭和３８年７月１日に、本市で初めて晴嵐地区において住居表示を実施して以来、順次、住居表示を実施してきた。
また、宅地開発等による街区変更を行うなど、現情に合わせた住居表示を実施している。

運 営 方 法

目　　的 住居の表示の明確化のため

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 住居表示整備事業費（継続事業）
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

行政運営の効率化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 05

住居表示に関する法律、
大津市住居表示に関する
条例

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01200 住居表示整備事業（継続事業） 記 入 者 佐藤　さぎり

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 70

部　局　名 市民部 所 属 名 戸籍住民課 所 属 長 土居　俊之



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

223

コスト増減率 - -25.80 +56.05

9 14

成果単位
コ ス ト

指標１ 182 135 210

指標２ 192 142

- ±0.00 ±0.00

活動単位
コ ス ト

指標１ 343 401 2,065

指標２ 12

92.69 92.69

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 98.00 98.00 98.00

指標２ 92.69

方 向 性
住居表示は、市民生活に欠くことができない生活基盤の一部であり、引き続き、正確な付定と速やかな街区変更を行う
ことで、よりよい生活環境の整備に努めていく。また、住居表示システムが管理する情報は、旧住所と現住居表示や地
番と住居表示を結びつけるものであり、システムの更新を行うことで安定した情報管理を行っていく。

部 局 長
コメント

住居表示は市民生活の基盤であり、適切に行うことで安全安心なまちづくりに寄与している。今後も正確な住居番号の
付定、すみやかな街区変更とともに、住居表示台帳の適正な管理に努めること。なお、本事業は法律により地方公共団
体のみが実施主体であり、民間委託等を検討する余地はないため、事務事業評価の対象外とすることが適切と考える。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 住居表示はすでに市域の９割以上で実施されている。そのデータはＷＥＢ地図にも反映さ
れることで利便性が向上しており、市民生活に欠かせない生活環境の基盤としての役割を
果たしている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い ＧＩＳ等を活用することで、不必要な現地調査を省略し、迅速かつ正確な付定を行ってお
り、効率性は高い。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 住居表示実施区域では毎年、一定数の建物等新築届が提出されている。すでに付定された
住居表示とともに継続実施していくことは有効である。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 住居表示に関する法律等に従い市が担う事務であり、関係機関と調整しながら運営してお
り妥当である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

市内各地域における住居表示の実施は旧志賀町町区域の人口集中地区を残し、ほぼ終了しているものの、土地区
画整理事業や宅地開発に伴う新たな街区設定や街区変更及び新築付番を継続して実施していく必要がある。

これまでの見直し
や改善等の経過

開発調整課からの情報をはじめ関係各課からの情報提供により、街区の変更や整備を行っている。これまで新築
届の受付は窓口のみであったが、令和２年度から郵便や電子申請による受付も可とした。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 ■ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

明日都浜大津公共駐車場の駐車料金収入

2

目標

0

実績 77,733 75,471 43,212 - -
成
果
指
標

1

料金収入
千円

目標 70,500 70,500 70,500 0

実績

明日都浜大津公共駐車場の駐車利用台数

2

目標

0 0

実績 194,849 205,876 152,309 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

利用台数
台

目標 190,000 190,000 190,000

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.00

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.30 0.35 0.36 0.00

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.30 0.35 0.36 0.00 0.00

一般財源 2,460 2,905 2,952 0 0

その他 48,287 37,823 40,396 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 50,747 40,728 43,348 0 0

0

人 件 費 Ｂ 2,460 2,905 2,952 0 0

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 48,287 37,823 40,396 0

成　　果 施設利用者の利便性が高まるとともに、公共交通の利用が促進される

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 マイカー利用者による鉄道駅及び駐車場を含めた各種施設の積極的な利用を

（何又は誰を）

手　　段 入庫後最初の３０分の駐車料金を無料とするなどの各種利用割引、パーク＆ライド事業の推進及び当日最大料金
制を導入することにより

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

鉄道駅、公共施設及び民間の集客施設周辺の利便性向上を図るために整備した公共駐車場を適正かつ健全に管理運営すると
ともに、公共交通の利用促進と環境負荷の低減を目的としたパーク＆ライド事業を推進することにより、マイカーと公共交
通の共存及び持続的な交通ネットワークの構築を図る。

運 営 方 法

目　　的 鉄道駅、公共施設及び集客施設の周辺道路における交通の円滑化を図り、公共交通の利用を促進させるため

（何のために）

駐車場事業特別会計 評価対象事業 明日都浜大津公共駐車場事業費

その他（事業数：  6件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

地方公営企業会計等の経営改革

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01405 浜大津公共駐車場事業 1801 地域交通政策課

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

駐車場整備計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 09

大津市自動車駐車場条例
及び同施行規則方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01404 明日都浜大津公共駐車場事業 記 入 者 石居　一哉

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 326

部　局　名 建設部 所 属 名 地域交通政策課 所 属 長 高木　悟



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

■ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 ■ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -17.33 +85.88

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 1

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - -2.90 -42.74

指標２

目　標
達成率

指標１ 110.25 107.05 61.29

指標２ -

方 向 性
令和２年度で施設建設に伴う公営企業債の償還が終了したことに伴い、需要に応じた運営の効率化とともに、施設の適
正化を一層推進させるため、駐車場事業特別会計を廃止し、公共駐車場施設運営事業費として一般会計に移行した。

部 局 長
コメント

一般会計に移行後も、引き続き運営の効率化に取組むこと。加えて、料金徴収コストと利用料金単価設定が適切なのか
、一時利用を客体として捉えていく必要があるのか、定期利用者及び業務提携先との協定に基づく利用を除いては料金
体系を見直すのか等、施設の特性に応じた管理形態の根本的見直しも検討すること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 指定管理者と連携しながら、管理運営の合理化と適正化が図れており、一般会計からの繰
入金に頼ることなく、経常収益を計上できたことから、自立した経営が維持されている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、収入が大幅に減少したが、市有施設との複合
施設である特異性を鑑み、経費を縮減することで一定の効率性を維持した。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、利用台数及び料金収入が大幅に減少したため
、年間を通じた昨年度の収益を大幅に下回る結果となった。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 業務に精通した指定管理者による事業の管理運営により鉄道駅及び周辺施設の利用促進と
交通対策の推進を図っており、妥当性がある。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

鉄道駅集周辺における遊休地の活用等、民間の一時利用駐車施設が増加し、かつての違法駐車対策としての公共
駐車場の必要性は縮小してきており、周辺の駐車場との調和を保ちながら運営方法の効率化を図る必要がある。

これまでの見直し
や改善等の経過

令和２年度で施設建設に伴う公営企業債の償還が終了したことに伴い、需要に応じた運営の効率化とともに、施
設の適正化を図るため、駐車場事業特別会計を廃止し、公共駐車場運営事業費として一般会計に移行した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 ■ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

浜大津公共駐車場の駐車料金収入

2

目標

0

実績 56,770 58,120 37,654 - -
成
果
指
標

1

料金収入
千円

目標 52,000 52,000 52,000 0

実績

浜大津公共駐車場の駐車利用台数

2

目標

0 0

実績 118,192 128,489 98,003 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

利用台数
台

目標 112,000 112,000 112,000

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.00

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.30 0.35 0.36 0.00

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.30 0.35 0.36 0.00 0.00

一般財源 2,460 2,905 2,952 0 0

その他 38,709 41,308 34,025 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 41,169 44,213 36,977 0 0

0

人 件 費 Ｂ 2,460 2,905 2,952 0 0

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 38,709 41,308 34,025 0

成　　果 施設利用者の利便性が高まるとともに、公共交通の利用が促進される

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 マイカー利用者による駅及び駐車場を含めた各種施設の積極的な利用を

（何又は誰を）

手　　段 入庫後最初の３０分の駐車料金を無料とするなどの各種利用割引、パーク＆ライド事業の推進及び当日最大料金
制を導入することにより

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

鉄道駅、公共施設及び民間の集客施設周辺の利便性向上を図るために整備した公共駐車場を適正かつ健全に管理運営すると
ともに、公共交通の利用促進と環境負荷の低減を目的としたパーク＆ライド事業を推進することにより、マイカーと公共交
通の共存及び持続的な交通ネットワークの構築を図る。

運 営 方 法

目　　的 鉄道駅、公共施設及び集客施設の周辺道路における交通の円滑化を図り、公共交通の利用を促進させるため

（何のために）

駐車場事業特別会計 評価対象事業 浜大津公共駐車場事業費

その他（事業数：  6件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

地方公営企業会計等の経営改革

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01404 明日都浜大津公共駐車場事業 1801 地域交通政策課

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

駐車場整備計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 09

道路法第２４条の２の規
定に基づき駐車料金を徴
収する自動車駐車場条例

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01405 浜大津公共駐車場事業 記 入 者 石居　一哉

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 327

部　局　名 建設部 所 属 名 地域交通政策課 所 属 長 高木　悟



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

■ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 ■ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +4.89 +29.09

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +2.37 -35.21

指標２

目　標
達成率

指標１ 109.17 111.76 72.41

指標２ -

方 向 性
令和２年度で施設建設に伴う公営企業債の償還が終了したことに伴い、需要に応じた運営の効率化とともに、施設の適
正化を一層推進させるため、駐車場事業特別会計を廃止し、公共駐車場施設運営事業費として一般会計に移行した。

部 局 長
コメント

一般会計に移行後も、引き続き運営の効率化に取組むこと。加えて、料金徴収コストと利用料金単価設定が適切なのか
、一時利用を客体として捉えていく必要があるのか、定期利用者及び業務提携先との協定に基づく利用を除いては料金
体系を見直すのか等、管理形態の根本的見直しも検討すること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 指定管理者と連携しながら、管理運営の合理化と適正化が図れており、駐車場事業として
は、一般会計からの繰入金に頼ることなく、経常収益を計上できたことから、自立した経
営が維持されている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、収入が大幅に減少したが、近隣の公共施設等
の利用時の必要性、また違法駐車対策の一助を担っていることを鑑み、経費を縮減するこ
とで一定の効率性を維持した。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、利用台数及び利用収入が大幅に減少したため
、年間を通じた昨年度の収益を大幅に下回る結果となった。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 業務に精通した指定管理者による事業の管理運営により鉄道駅及び周辺施設の利用促進と
交通対策の推進を図っており、妥当性がある。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

鉄道駅集周辺における遊休地の活用等、民間の一時利用駐車施設が増加し、かつての違法駐車対策としての公共
駐車場の必要性は縮小してきており、周辺の駐車場との調和を保ちながら運営方法の効率化を図る必要がある。

これまでの見直し
や改善等の経過

令和２年度で施設建設に伴う公営企業債の償還が終了したことに伴い、需要に応じた運営の効率化とともに、施
設の適正化を図るため、駐車場事業特別会計を廃止し、公共駐車場運営事業費として一般会計に移行した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 ■ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

大津駅南口公共駐車場の駐車料金収入

2

目標

0

実績 26,089 17,924 0 - -
成
果
指
標

1

料金収入
千円

目標 28,000 28,000 0 0

実績

大津駅南口公共駐車場の駐車利用台数

2

目標

0 0

実績 19,066 22,986 0 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

利用台数
台

目標 20,000 20,000 0

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.00

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.30 0.35 0.26 0.00

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.30 0.35 0.26 0.00 0.00

一般財源 2,460 2,905 2,132 0 0

その他 46,813 31,789 9,749 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 49,273 34,694 11,881 0 0

0

人 件 費 Ｂ 2,460 2,905 2,132 0 0

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 46,813 31,789 9,749 0

成　　果 施設利用者の利便性を高めるとともに、公共交通の利用が促進される

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 マイカー利用者による駅及び駐車場を含めた各種施設の積極的な利用を

（何又は誰を）

手　　段 入庫後最初の３０分の駐車料金を無料とするなどの各種利用割引、パーク＆ライド事業の推進及び当日最大料金
制を導入することにより

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

鉄道駅や公共施設及び民間の集客施設周辺の利便性向上を図るために整備した公共駐車場を適正かつ健全に管理運営すると
ともに、公共交通の利用促進と環境負荷の低減を目的としたパーク＆ライド事業を推進することにより、マイカーと公共交
通及び持続的な交通ネットワークの構築を図る。

運 営 方 法

目　　的 鉄道駅、公共施設及び集客施設の周辺道路における交通の円滑化を図り、公共交通の利用を促進させるため

（何のために）

駐車場事業特別会計 評価対象事業 大津駅南公共駐車場事業費

その他（事業数：  6件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

地方公営企業会計等の経営改革

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01404 明日都浜大津公共駐車場事業 1801 地域交通政策課

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

駐車場整備計画

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 09

大津市自動車駐車場条例
及び同施行規則方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01406 大津駅南公共駐車場事業 記 入 者 石居　一哉

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 328

部　局　名 建設部 所 属 名 地域交通政策課 所 属 長 高木　悟



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 ■ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

□

□

■

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 ■ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +2.48 ±0.00

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 1 1 0

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 2 1 0

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - -31.29 -100.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 93.17 64.01 0.00

指標２ -

方 向 性
周辺における対策の必要性が低下したことを踏まえ、昨年度末をもって駐車場事業は廃止している。遊休施設としての
存続が長期化しないよう、他用途での活用を検討していく。

部 局 長
コメント

事業廃止後、既に１年が経過しており、現在の状態が長期化することは速やかに解消する必要がある。施設の立地特性
を活かした有益な活用策を検討し、民間活力の参入も含め、広範に模索すること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 公共駐車場としての事業用途は昨年度をもって廃止している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 施設の老朽化に伴う修繕工事経費の上昇が継続的な経営を難しくさせており、経年的に営
業損失が生じているが今後さらに効率性を高めてもなお収支を改善させられる水準にはな
い。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 利用台数、料金収入ともに減少が続き、目標値を下回っていたため、廃止した。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 駅周辺の土地利用が変化し、競合する民間駐車場の進出に伴い、違法駐車対策としての公
共目的が失われており、事業不採算のまま継続することは適切ではない。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

本駐車場は令和元年度をもって廃止している。複合施設の区分所有権を有していることに伴う財政負担が生じる
ため、施設単体では不採算となっており、目的外利用を含め、利活用方法を早期にまとめる必要がある。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成３０年度に公表した「大津市自動車駐車場のあり方検討事業方針」に基づいて、令和元年度をもって施設を
閉鎖した。また駐車場事業特別会計は令和２年度をもって会計を廃止し、一般会計に移行した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 ■ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

各駐車場の駐車料金収入

2

目標

0

実績 107,880 105,529 92,727 - -
成
果
指
標

1

料金収入
千円

目標 115,000 115,000 115,000 115,000

実績

各駐車場の駐車利用台数

2

目標

230,000 0

実績 205,265 247,140 221,061 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

利用台数
台

目標 230,000 230,000 230,000

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.00

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.30 0.35 0.36 0.00

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.30 0.35 0.36 0.00 0.00

一般財源 2,460 2,905 2,952 0 0

その他 67,553 53,124 60,617 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 70,013 56,029 63,569 0 0

0

人 件 費 Ｂ 2,460 2,905 2,952 0 0

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 67,553 53,124 60,617 0

成　　果 鉄道駅、公共施設及び集客施設の積極的に利用され、施設利用者の利便性が高まるとともに、公共交通の利用も
促進され、秩序ある地域まちづくりが推進される

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 マイカー利用者による駅及び各種施設の積極的な利用と地域における社会秩序の維持を

（何又は誰を）

手　　段 一時利用における入庫後最初の３０分の駐車料金を無料とするなどの各種利用割引、当日最大料金制の導入、パ
ーク＆ライド事業の推進、また月極利用の適正な管理運営により

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

鉄道駅、公共施設及び民間の集客施設周辺の利便性向上を図るために整備した公共駐車場を適正かつ健全に管理運営すると
ともに、公共交通の利用促進と環境負荷の低減を目的としたパーク＆ライド事業を推進することにより、マイカーと公共交
通の共存及び持続的な交通ネットワークの構築を図る。また、本市が立地に関与してきた月極駐車場を適正に管理運営する
ことにより、引き続き地域の秩序あるまちづくりを推進する。

運 営 方 法

目　　的 鉄道駅、公共施設及び集客施設の周辺道路における交通の円滑化を図り、公共交通の利用を促進させるほか、地
域の社会秩序の維持を図るため（何のために）

駐車場事業特別会計 評価対象事業 公共駐車場事業費

その他（事業数：  6件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

地方公営企業会計等の経営改革

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01404 明日都浜大津公共駐車場事業 1801 地域交通政策課

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

駐車場整備事業

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 09

大津市自動車駐車場条例
及び同施行規則方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01407 公共駐車場事業 記 入 者 石居　一哉

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 329

部　局　名 建設部 所 属 名 地域交通政策課 所 属 長 高木　悟



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

■ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 ■ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -18.19 +29.12

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - -2.17 -12.13

指標２

目　標
達成率

指標１ 93.80 91.76 80.63

指標２ -

方 向 性
他の駐車場の整備事業債の償還終了に伴う、特別会計廃止に合わせ、本事業も一般会計へ移行し、既に公表している駐
車場のあり方検討方針に従い適正化を進める。

部 局 長
コメント

月極駐車場は、一般会計に移行後も損益の見通しを立てながら地域の秩序を確保する必要性について検証を行うこと。
公共駐車場は民間への管理運営委託に留まらず、用途を指定した包括的貸付など、行政財産の適正な管理と収益の確保
を含めて複数の視点をもって望ましい保有形態について検討すること。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 本事業の対象施設はいずれも資産保有に伴う負債がないことに加え、料金収入をもって管
理費用を賄える関係にあることから、効率的に地域の秩序の維持に貢献している。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 近年、料金収入が減少傾向にあったことに加え、新型コロナ感染拡大の影響を受け、収入
が大幅に減少したため、経費を縮減するなどの対策を講じた。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、利用台数及び利用収入が例年より大幅に減少
したため、年間を通じ昨年度の収益を大幅に下回る結果となった。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 公共駐車場は、業務に精通した指定管理者による事業の管理運営により鉄道駅及び周辺施
設の利用促進と交通対策の推進を図っており、妥当性がある。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

近隣において民間駐車場の立地が進み、駅周辺の駐車対策を講じる上で、公共の果たす役割は縮小してきている
が、地域の秩序を保つ上で、本市の各駐車場に対する需要は依然として高い。

これまでの見直し
や改善等の経過

地域の経済情勢や駐車場に対する需要の変化を踏まえながら、管理運営の効率化や料金設定の適正化を図り、受
益者負担の原則を基本とした運営を続けてきた。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

～

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

交付決定額分の実績額

2

目標

70

実績 75 77 86 - -

毎年度毎に交付した会派数

成
果
指
標

1

執行率
％

目標 70 70 70 70

実績 12 13 8 - -

金額（１人当たり月額７万円）

2

交付対象者数
会派

目標 9 12 8 8 8

31,080 31,080

実績 23,270 24,664 20,574 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

政務活動費交付額
千円

目標 31,920 31,850 23,660

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.50

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.50 0.50 0.50 0.50

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

一般財源 27,370 28,814 24,674 35,180 35,180

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 27,370 28,814 24,674 35,180 35,180

31,080

人 件 費 Ｂ 4,100 4,150 4,100 4,100 4,100

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 23,270 24,664 20,574 31,080

成　　果 中核市にふさわしい議会として、さらなる議会の活性化及び市民に開かれた議会運営を実現する。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 会派議員

（何又は誰を）

手　　段 研究会・研修会への参加及び開催、先進地視察や行政課題地域調査、参考図書・資料の購入、議会活動報告等の
情報発信に要する費用の一部を補助する。

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

地方自治法及び大津市議会政務活動費交付条例等に基づき、大津市議会議員の調査研究に資するために必要な経費の一部と
して、議会における会派に対し、月額７０，０００円に所属議員数を乗じた額を限度として上半期及び下半期の２回に分け
て交付している。なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策に係る本市の施策の財源に充てるため、全ての会派
において下半期交付額の２分の１に相当する額を交付額から減じた。

運 営 方 法

目　　的 地方自治の本旨に基づき、議員の調査活動の基盤を強化する。

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 政務活動費 平成13年度
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

行政経費の適正化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

該当なし

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 02

地方自治法、政務活動費
交付条例・交付規則・交
付規程

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01222 政務活動事業 記 入 者 上田　明代

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 336

部　局　名 議会局 所 属 名 議会総務課 所 属 長 木下　正信



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +2.54 -23.32

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 364 374 286

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 1 1 1

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +2.66 +11.68

指標２

目　標
達成率

指標１ 107.14 110.00 122.85

指標２ -

方 向 性
適宜、運用マニュアルを改訂し、政務活動費の適正な支出、運用に対する意識向上に努める。また、更なる透明化を目
指し、平成２７年度分から収支報告書に加え、収支伝票（領収証等を含む。）、視察結果報告書等をホームページにお
いて公開しており、これを継続する。

部 局 長
コメント

議会における政策立案機能向上のためには、調査能力の向上が前提となる。そのためには、政務活動費を活用した積極
的な調査研究が求められるが、同時にその執行にあたっては市民への説明責任が伴うことから、今後もより徹底した透
明性の確保に努める。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 政務活動費は議員の調査活動の基盤強化を目的とするものであり、市政運営における議会
としての機能を十全に果たすことに大きく貢献している。併せて、市民への説明責任の観
点から政務活動費に係る書類を公開し、透明性を確保することにより、開かれた市政運営
にも寄与している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 各会派とも先進地視察、各種研修会への参加経費等として執行し、本会議における質疑・
一般質問や議案審議にも役立てるなど、効果は高い。また、中間審査を実施し、不適切な
執行を未然に防止するとともに、より効率的な執行を実施している。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 行政課題調査、先進地視察、各種研修会への参加等により、議員の資質向上を図ることが
でき、それらの成果を本会議における質疑・一般質問や議案審議にも役立てており、議会
の活性化に資している。さらに、その成果を会派広報紙等を通じて市民に発信すること等
により、市民の知る権利を充足することにもつながっている。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 大津市議会議員としての調査研究その他の活動に資するための必要な経費の一部に充てる
ため政務活動費を交付することは地方自治法の趣旨に合致するものである。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

政務活動費の適正な支出や市民への説明責任の観点からも政務活動費に係る書類を公開し、透明性を図ることが
重要となっている。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成２７年４月の大津市議会基本条例施行に伴い、政務活動費取扱要綱を廃止し、政務活動費交付規程に整理・
再編した。また、令和元年１２月には使途基準などについて、政務活動費交付規程の一部を改正した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 ■ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

年間苦情件数（令和３年度以降は、意見対応件数（件））

実績 1,586 1,767 1,388 - -

年間利用料金収入額

2

年間苦情件数
件

目標 850 850 850 850 850

250,000

実績 256,499 227,231 180,274 - -

管理する施設数（体育館、グラウンド、野球場、プール等）（令和３年度以降は、利用者数（人））

成
果
指
標

1

利用料金収入額（運動施設）
千円

目標 135,000 135,600 245,287 248,911

実績 96 97 97 - -

定期清掃・除草等の延べ実施件数

2

管理施設数（運動施設）
箇所

目標 96 97 97 600,000 600,000

20,000 20,000

実績 18,974 21,541 26,748 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

定期清掃、除草等実施回数
回

目標 11,000 11,700 15,000

0.55 0.55

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

5.16

嘱　託 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
職員数
の内訳

正　規 4.36 4.36 5.16 5.16

臨　時 0.55 0.55 0.55

職　員　数　(人) 5.91 5.91 6.71 6.71 6.71

一般財源 824,649 775,522 915,199 718,217 718,217

その他 9,418 3,491 8,753 2,613 2,613 使用料（自販機等）、基金繰入金

起　債 0 0 0 0 0

1,818 1,108 1,108 1,108 1,108 自治振興交付金（湖岸清掃）事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0 災害復旧

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 835,885 780,121 925,060 721,938 721,938

678,258

人 件 費 Ｂ 39,543 39,963 43,680 43,680 43,680

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 796,342 740,158 881,380 678,258

成　　果 都市公園、緑地等の適正な維持管理を図ることで、水や緑を生かした憩いの空間を利用者に提供している

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 利用者

（何又は誰を）

手　　段 都市公園の管理運営に指定管理者制度を導入し、民間事業者の知識と経験を活かしている

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

都市公園、緑地等に指定管理者制度を導入することにより、民間事業者の知識と経験を活かし、適正な管理運営に努めてい
る。指定管理者は、各々の施設の特色を活かした運営を図るとともに、市民サービスの向上や利用促進に努めている。運動
施設等維持管理運営事業を含む。

運 営 方 法

目　　的 すべての都市公園、緑地等において、快適で安全な利用ができる

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 都市公園緑地施設等維持管理事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

民間活力の利用

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

緑の基本計画

視点 02 民間活用の推進

重事 01

都市公園法、大津市都市
公園条例方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

事務事業名 01109 都市公園緑地施設等維持管理事業 記 入 者 矢野　憲悟

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 318

部　局　名 都市計画部 所 属 名 公園緑地課 所 属 長 高野　隆介



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

■ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 ■ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

666

コスト増減率 - +10.78 -0.74

8,042 9,536

成果単位
コ ス ト

指標１ 3 3 5

指標２ 527 441

- -11.41 +21.44

活動単位
コ ス ト

指標１ 44 36 34

指標２ 8,707

48.10 61.23

成　果
増減率

指標１ - -11.41 -20.66

指標２

目　標
達成率

指標１ 189.99 167.57 73.49

指標２ 53.59

方 向 性
今後も指定管理者制度を活用し、安全・安心な都市公園の維持管理に努め、きめ細かな対応と満足度の高い管理運営を
行っていく。また、指定管理者自主事業の見直しや公園愛護会活動を含めて、より一層、安心・安全な管理に努める。

部 局 長
コメント

安全・安心な都市公園の維持管理のため、民間事業者の技術・知識を活かした指定管理者制度を維持する。効果や成果
については、今後モニタリングを通じて検証を行っていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 都市公園は、利用者に憩いと潤いを提供する施設であるが、都市公園を適切に管理するこ
とにより利用者の安心・安全・快適性を保障している。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 指定管理者制度を活用することで、民間の公園管理に関するノウハウを活かしているが、
一層の効率性を求められる。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 指定管理者の有する専門的な知識や技術を活用することで、利用者のニーズに迅速かつ適
切に対応できる。しかし、市民ニーズの多様化により、より市民の声を活かした対応が必
要である。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 都市公園施設を利用する市民の安心・安全を確保するため、高いレベルの施設維持管理が
必要不可欠である。また、市民ニーズの多様化により、維持管理手法の再構築が必要であ
る。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

少子高齢化等の社会状況の変化に伴い、公園の利用状況も変化している。また、公園施設の老朽化等により維持
管理費が増加する中、多様な市民ニーズに合った公園のあり方検討が求めれている。

これまでの見直し
や改善等の経過

公園施設の維持管理は専門性が高く、迅速な対応が必要となる。一方で、業務の効率化も求められることから、
指定管理者制度による維持管理を進めてきた。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由


